
津市保育所の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

平成２１年３月２５日 

    

                      津市長 松 田 直 久 

   

津市規則第５号 

津市保育所の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

津市保育所の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市規則第８

８号）の一部を次のように改正する。 

別表中「４００」を「０」に、「３００」を「０」に、「６００」を「０」

に、「４５０」を「０」に、「１，１００」を「０」に、「９００」を「０」

に、「１，２５０」を「０」に、「１，０５０」を「０」に、「１，６５０」

を「０」に、「１，４００」を「０」に、「２，４００」を「０」に、「２，

１００」を「０」に、「３，１００」を「０」に、「〔２，５００〕」を「〔 

    ０〕」に、「３，６００」を「０」に、「２，９００」を「０」に、

「４，１５０」を「０」に、「〔３，０００〕」を「〔    ０〕」に、「 

４，４００」を「０」に、「３，２００」を「０」に、「４，８００」を「０ 

に、「３，３００」を「０」に改める。 

別表備考１中「第３１４条の７及び同法附則第５条第２項」を「第３１４条

の７第１項第１号及び同条第２項、第３１４条の８並びに同法附則第５条第３

項及び第５条の４第６項」に改め、同表備考２中「所得税法第９２条第１項」

を「所得税法第７８条第２項第１号、第９２条第１項」に、「第４１条第１項

及び第２項」を「第４１条第１項から第３項まで」に改め、「第４１条の２」

の次に「、第４１条の３の２第４項及び第５項」を加える。 

   附 則 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

」 





 津市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２１年３月３１日 

 

津市長 松 田 直 久 

 

津市規則第７号 

   津市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 津市市税条例施行規則（平成１８年津市規則第３８号）の一部を次のように

改正する。 

 第１１条の次に次の１条を加える。 
 （寄附金税額控除） 
第１１条の２ 条例第３４条の５の２第１項第３号オの規則で定めるものは、

三重県知事から三重県県税条例（昭和２５年三重県条例第３７号）第２５条

の２第３号ホの指定を受けたもの（同号ホの例により指定を受けたものを含

む。）とする。 
第３６号様式その１を次のように改める。 

 



第３６号様式その１（第２１条関係） 
市税関係証明書等交付等申請書                

   （あて先）津市長 
年  月  日   

 １ 申請者（申請者が同一世帯の親族を除く代理人の場合は、右の代理人選任届書が必要となります。） 
住 所 
（所在地）    

ふ り が な    
氏 名 
（名称） ○印   

生 年 月 日 年  月  日 
電 話 番 号  

 

代理人選任届書 
（あて先）津市長 
 左記の申請者を代理人として選任し、本交付申

請手続及び証明書等の受領を委任したので届けま

す。 
年  月  日 

住所（所在地）                
氏名（名称）               ○印  

生 年 月 日        年  月  日  

  ※申請される際は、申請者本人の身分を確認する資料（運転免許証等）を御用意ください。 
２ 納税義務者（どなたの証明書等が必要で

すか。）   
３ 申請者との続柄又は関係  

津 市 で の 
住 所  
ふ り が な  

  

氏 名 
（名称） 

 
（生年月日    年  月  日）  

□申請者本人 □代理人 □法人の従業員 
□同一世帯の親族［続柄          ］ 
□その他［                ］  

  ※法人の証明が必要な場合は、氏名欄に「法人の名称」及び「代表者名」を記入してください。 
 ４ 証明書等（どの証明書等が必要ですか。※ □欄にチェックし、必要事項（年度・必要通数等）を記入

してください。） 

□ 納税証明書（年度・税目別） □最新分 □  年度 通 
□市県民税 □法人市民税 
□軽自動車税 □特別土地保有税 
□固定資産税・都市計画税 

収
納
関
係 □ 完納証明書  全年度 通 全税目 

□ 所得証明書 □最新分 □  年分 通 
□ 課税証明書 □最新分 □  年分 通 

住
民
税
関
係 □ 所得・課税証明書 □最新分 □ 年度分 通 

 

□本人分のみ 
□世帯全員分 
 

 関
係 

軽
自 □ 軽自動車車検用納税証明書  通 標識番号［        ］ 
 □ 評価証明書 □最新分 □  年度 通 

□ 課税標準額証明書 □最新分 □  年度 通 
□ 公租公課証明書 □最新分 □  年度 通 
□ 評価額・課税標準額証明書 □最新分 □  年度 通 

 
□所有物件全部 
□土地全部 
□家屋全部 
□一部 

□ 住宅用家屋証明書 □最新分 □  年度 通  

固
定
資
産
税
関
係 □ その他資産に関する証明書 □最新分 □  年度 通  
 □ 固定資産課税台帳写し（閲覧） □最新分 □  年度 通  
 
□ 土 地 ／ □ 家 屋  
□ 土 地 ／ □ 家 屋  
５ 申請理由（誤交付を防止するため、分かる範囲で利用目的を記入してください。） 

申請理由 
□確認 □児童手当 □福祉関係 □公営住宅関係 □入札参加資格審査関係 
□登記関係 □裁判関係（訴訟・競売等） □車検用 □ＶＩＳＡ □金融関係 
□その他（           ） 

 ※ 事務処理欄（以下は、事務処理で使用しますので、記入しないでください。） 
申 請 者 
確認資料 

□運転免許証 □外国人登録証 □パスポート（旅券） □健康保険証 □住基カード 
□納税通知書 □社員（身分）証 □その他［                 ］ 

 
  

発行処理   備 考  

 

※
一
部
の
場
合
、
所
在
地
・
地
番
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い  



附 則 
 この規則中第３６号様式その１の改正規定は平成２１年４月１日から、その

他の改正規定は平成２２年４月１日から施行する。 
































































































































